
1 頁

そ

は、細節単位の大きな

の

単位での取り組みとな

他

ったため。

第２期重点

　

推進期間初年度になる

】

平成２２年度は、１０

【

億１，６００万円の目

協

標に対して８億３，０

働

００万円の効果額があ

：

りま
した。広告料収入

】

の確保等の新たな収入

目

確保や未利用土地の売

的

却などに積極的に取り

・

組むことにより、特に

目

歳入確保の分野にお
い

標

ては、目標額を上回る

事

成果をあげることがで

業

きました。

Ｂ：おおむ

の

ね成果があがった

概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

財政

種

健全化プラン推進事業

類

企画部　行財政改革推

ハ

進課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

13 市民の視点に立ち

ソ

、成果を重視した行政

フ

経営を展開するために

ト

行政改革の
01 市民の

根

視点に立ち、成果を重

拠

視した行政経営を展開

法

するために
位置付け

0

令

1 健全な財政運営

□ □

等

□ □

財政健全化プラン

対

に掲げる財政健全化対

象

策が着実に実施され、

・

事務事業の効率化によ

受

る行政運営経費削減、

益

事務事業見直し及
効率

者

的な財政運営が行われ

事

ています。 びアウトソ

業

ーシングによる効率的

期

・効果的な施設の管理

間

運営等
により歳出を削

委

減し、市税等の収入確

託

保、受益者負担の適正

、

化
、未利用土地の有効

協

活用などにより自主財

働

源を確保します。

財政

【

健全化事業割合 %

財政

委

健全化予算事業数／全

託

予算事業数（一般会計

：

）×100

32 33 3

3

4 34 34 - -

22 6

セ

1 22

- -

- - - -

-

ク

財政健全化効果額 百万

・

円

財政健全化の取組に

財

よる効果額

1,337

団

3,571 1,016

企

728 831 - -

2,

業

058 3,114 83

Ｎ

0

- -

- - - -

-

③：

Ｐ

遅れている

第２期重点

Ｏ

推進期間の集計手法で



2 頁

位

全化対策の財政健全化

施

対策の

推進及び見直し

策

、推進及び見直し、推

へ

進及び見直し、推進及

の

び見直し、推進及び見

貢

直し、推進及び見直し

献

、推進及び見直し、

翌

高

年度予算への反翌年度

市

予算への反翌年度予算

民

への反翌年度予算への

満

反翌年度予算への反翌

足

年度予算への反翌年度

度

予算への反

映 映 映 映 映

を

映 映

0 0 0 0 0 0 0

0

高

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

め

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

る

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

方

0 0 0 0

0.00 0.

策

00 0.00

0.50

業

0.37 0.43 0.

有

48 0.48 0.48

効

0.48

0.00 0.

性

00 0.00 0.00

継

0.00 0.00 0.

続

00

4,196 3,0

に

92 3,552 3,8

よ

90 3,890 3,8

る

90 3,890

4,1

成

96 3,092 3,5

果

52 3,890 3,8

向

90 3,890 3,8

上

90

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

将

の

来に渡り持続可能で安

可

定した財政運営の推進

能

に向け、引き続き積極

性

的に取り組んでいきま

低

す。

行政評価を活用し

そ

た事業見直しによる歳

の

出削減のほか、歳入の

他

確保にあたっては、受

事

益者負担の適正化等、

業

積極的に取り組んで
い

の

きます。

健全化に向け

目

着実な成果をあげてき

的

ているものの、平成
2

､

2年度の効果額は目標

対

額を下回っています。

象

今後、財政
健全化を進

､

める上では、従来の手

内

法のほかに新たな視点

容

からの取組みにより2

分

4年度以降のさらなる

高

財政健全化を
進めてい

受

きます。

益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

財政運営を持続可能で

出

安定したものにするた

総

めに、中長
●□ 期的な

合

対策を講じる必要があ

評

ります。

■ ○
□
□ 全庁

価

的に財政健全化に取り

市

組むことによって、長

民

期に安
●□ 定的な財政

ニ

基盤が構築されます。

ー

■ ○
□
■ 限られた予算

ズ

の中で市民ニーズに的

高

確に対応するととも
●

事

□ に、持続可能な行財

業

政運営を行っていくた

目

めに、全庁的
○

□ に推

的

進していきます。
○

□

の

■ 財務会計システムを

達

活用して、取り組むこ

成

とで業務の効
○

□ 率化

状

が図られます。
●

□
○

況

□

目標達成の傾向をみ

必

ると新たな歳入確保等

要

の分野で大きな効果を

性

あげています。一層の

市

効果をあげるために、

の

従来の取組みの継
続の

関

ため職員への意識啓発

与

に更に努めると共に、

の

大きな効果をあげるこ

必

とができる分野に重点

要

項目を定めるなど新た

性

な視点から
可能な手法

低

の検討を行っていく必

事

要があります。

財政健

そ

全化対策の財政健全化

の

対策の財政健全化対策

他

の財政健全化対策の財

上

政健全化対策の財政健



1 頁

そ

的に大きなニュースと

の

なり、
競輪界に明るい

他

話題を提供しました。

　

なお、会員登録は約１

】

５２千人になり、売上

【

は約５．２億円となり

協

ました。

Ｃ：十分に成

働

果をあげることができ

：

なかった

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

競輪

種

事業経営改善事業

公営

類

事業部　事業課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

13 市民の

ド

視点に立ち、成果を重

ソ

視した行政経営を展開

フ

するために
行政改革の

ト

01 市民の視点に立ち

根

、成果を重視した行政

拠

経営を展開するために

法

位置付け
01 健全な財

令

政運営

自転車競技法他等

平塚市

□ □ □ □

新たな

対

投票方法を構築するこ

象

とにより、車券売上の

・

増加が図ら 競輪事業を

受

健全に経営するため、

益

新たな投票方法を導入

者

します
れています。 。

事

チャリロト会員登録数

業

人

車券のインターネッ

期

ト発売「チャリロト」

間

を購入するためのチャ

委

リロト会員登録現在数

託

85,000 121,

、

000 151,000

協

175,000 200

働

,000 220,00

【

0 240,000

98

委

,754 129,41

託

9 152,000

- -

：

- - - -

車券売上額（

3

増加額） 億円

車券のイ

セ

ンターネット発売「チ

ク

ャリロト」に伴う車券

・

年間売上額

5 10 15

財

8 9 10 11

7.8 6

団

5.2

- -

- - - -

①

企

：予定どおり

重勝式車

業

券「チャリロト」にて

Ｎ

国内のくじや公営競技

Ｐ

上の最高額９億円を超

Ｏ

える配当がでて、全国



2 頁

位

た車券、「利用した車

施

券、「利用した車券、

策

「利用した車券の発利

へ

用した車券の発利用し

の

た車券の発

チャリロト

貢

」を発チャリロト」を

献

発チャリロト」を発チ

高

ャリロト」を発売「チ

市

ャリロト」売「チャリ

民

ロト」売「チャリロト

満

」

売します。 売します

足

。 売します。 売します

度

。 を発売します。 を発

を

売します。 を発売しま

高

す。

0 0 0 0 0 0 0

0

め

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

る

0 0 0

0 0 0 15,0

方

00 660 660 66

策

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

業

0 15,000 660

有

660 660

0.00

効

0.00 0.00

0.

性

20 0.20 0.20

継

0.20 0.20 0.

続

20 0.20

0.00

に

0.00 0.00 0.

よ

00 0.00 0.00

る

0.00

1,679 1

成

,672 1,652 1

果

,621 1,621 1

向

,621 1,621

1

上

,679 1,672 1

の

,652 16,621

可

2,281 2,281

能

2,281

○ ● ○ ○ ○

性

○ ○

今後の競輪活性化

低

策の一つとして新たな

そ

お客様の獲得と売上額

の

向上のため、新たな事

他

業展開を進める必要が

事

あります。

新たなお客

業

様の獲得と売上額向上

の

のため、新たな事業展

目

開を進めていくことが

的

課題となります。

新た

､

な競輪ファンの開拓の

対

ため、関係団体や他競

象

輪場と
連携し、インタ

､

ーネットを活用した車

内

券発売を拡大しま
す。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

売上が減少する中、新

出

規のお客様獲得の新し

総

いツールで
●■ す。

□

合

○
□
□ 継続的に実施す

評

ることにより、お客様

価

も定着し、また、
●□

市

高額当選の機会も増え

民

ることから、さらなる

ニ

会員獲得に

□ つながり

ー

ます。 ○
■
■ 会員のニ

ズ

ーズの把握に努め、そ

高

のニーズに合った商品

事

、
●

□ 内容に絶えずリ

業

ニューアルを図ります

目

。
○

□
○

□
□ インター

的

ネットによる発売のた

の

め、発売コスト、効率

達

は
●

□ 非常によく、さ

成

らなる収益向上のため

状

の方策の検討が必
○

□

況

要です。
○

■

高額配当

必

がでて、大きな話題と

要

なりましたが、キャリ

性

ーオーバーがなくなり

市

、その後の売上が激減

の

しました。今後も競輪

関

活性化
策の一つとして

与

新たなお客様の獲得と

の

売上額向上のため、新

必

たな事業展開を進めて

要

いくことが課題となり

性

ます。

インターネット

低

をインターネットをイ

事

ンターネットをインタ

そ

ーネットをインターネ

の

ットをインターネット

他

をインターネットを

利

上

用した車券、「利用し



1 頁

そ

般会計から特別会計へ

の

の財政支援としての収

他

入額

4,290 4,2

　

50 4,100 4,0

】

80 4,040 4,0

【

20 4,000

4,2

協

64 4,110 4,0

働

70

-

- - - -

①：予

：

定どおり

安価な工法の

】

選択などを行い歳出削

目

減に努めました。

Ａ：

的

成果があがった

・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

下水

種

道事業経営健全化事業

類

土木部　土木総務課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

13 市

ド

民の視点に立ち、成果

ソ

を重視した行政経営を

フ

展開するために
行政改

ト

革の
01 市民の視点に

根

立ち、成果を重視した

拠

行政経営を展開するた

法

めに
位置付け

01 健全

令

な財政運営

□ □ □ □

下

等

水道事業における「雨

対

水公費、汚水私費の原

象

則」さらには、 各種サ

・

ービスに係るコストの

受

明確化とライフサイク

益

ルコストの
「独立採算

者

制の原則」に基づき、

事

使用料対象経費につい

業

ては全 観点からコスト

期

縮減を図るとともに、

間

受益者の理解と協力を

委

得
額を利用者に負担し

託

ていただくことを基本

、

に、一般会計からの な

協

がら受益者負担のあり

働

方について見直しを行

【

い、繰入金の削
繰入金

委

が削減されています。

託

減に努めます。

経費回

：

収率 %

汚水処理に要し

3

た費用に対する使用料

セ

による回収程度を表す

ク

もので、経営の効率性

・

を示す指標。使用料
単

財

価／汚水処理原価×1

団

00

90.8 90.8

企

94 98.4 99.5

業

99.9 99.9

93

Ｎ

.6 99.9 99.4

Ｐ

- -

- - - -

一般会計

Ｏ

からの負担金 百万円

一



2 頁

位

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

施

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

策

0 0

0.00 0.00

へ

0.00

0.20 0.

の

20 0.20 0.20

貢

0.20 0.20 0.

献

20

0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

市

00 0.00 0.00

民

1,679 1,672

満

1,652 1,621

足

1,621 1,621

度

1,621

1,679

を

1,672 1,652

高

1,621 1,621

め

1,621 1,621

る

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

経営健

方

全化は地方公営企業に

策

とって必須のことであ

業

り、引き続き現状の規

有

模で継続します。

下水

効

道中期ビジョンを作成

性

して今後10年間に行

継

う事業を明らかにしま

続

す。

持続的に事業を行

に

うには健全な財政運営

よ

が不可欠であり
、現状

る

の規模で継続します。

成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

特別会計の独立採算性

出

を考えるとこの事業は

総

市が関与す
●□ る必要

合

があります。

■ ○
□
■

評

この事業を推進するこ

価

とにより、一般会計か

市

らの繰入金
●□ が削減

民

できます。

□ ○
□
■ 下

ニ

水道事業全体を考える

ー

上で経営の健全化は必

ズ

須のもの
●

□ です。
○

高

□
○

□
□ 施設の長寿命

事

化等トータルコストの

業

低減や包括的民間委
●

目

■ 託を検討して歳出の

的

抑制を行うとともに使

の

用料の見直し
○

■ など

達

により歳入を確保しま

成

す。
○

□

経営状態がわ

状

かりにくくなっている

況

ため、今後は企業会計

必

への移行も視野に入れ

要

て検討します。

使用料

性

改定 下水道中期ビジョ

市

下水道中期ビジョ下水

の

道中期ビジョ下水道ア

関

クション下水道アクシ

与

ョン下水道アクション

の

ンの作成 ンの作成、使

必

用料ンの作成、企業会

要

プログラムの作成プロ

性

グラムの作成プログラ

低

ムの作成

の見直し 計導

事

入準備 、企業会計導入

そ

準、企業会計導入準、

の

企業会計導入準

備 備 備

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

上

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0



1 頁

そ

かける。

- - 7 7 7 7

の

7

5 9

①：予定どおり

他

各課と情報を共有し連

　

携を図るとともに、徴

】

収ノウハウを向上させ

【

るために研修会を開催

協

しました。。
効率的な

働

滞納整理を進め市税収

：

入の確保を図るため、

】

インターネット公売を

目

実施し、9件の落札が

的

ありました。
収納率向

・

上のため、現年課税分

目

の滞納整理を早期に着

標

手しました。また、納

事

税催告書を発送後、現

業

年度分未納者を対象に

の

電話催
告を実施しまし

概

た。

Ａ：成果があがっ

要

た

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

市税

種

等収入確保策推進事業

類

総務部　市税総務課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

13 市

ド

民の視点に立ち、成果

ソ

を重視した行政経営を

フ

展開するために
行政改

ト

革の
01 市民の視点に

根

立ち、成果を重視した

拠

行政経営を展開するた

法

めに
位置付け

01 健全

令

な財政運営

□ □ □ □

適

等

正な納税促進と効率的

対

な滞納整理により、市

象

税等の収入が確 市税等

・

の収入を確保するため

受

、関係各課と連携し、

益

滞納処分を
保されてい

者

ます。 強化します。

研

事

修会開催回数 回

各課と

業

情報を共有し連携を図

期

るとともに、徴収ノウ

間

ハウを向上させるため

委

に研修会を開催

24 2

託

4 24 24 24 24 2

、

4

24 24 24

- 回

-

協

- - -

市税収納率 %

市

働

税各税目の調定額に対

【

する収入済額の割合（

委

現年課税分及び滞納繰

託

越分全体の割合）過去

：

3年間の平
均：未定

9

3

3.6 93.81 93

セ

.62 93.63 93

ク

.64 93.65 93

・

.66

93.61 92

財

.68 92.26

イン

団

ターネット公売の実施

企

件数 件

効率的な滞納整

業

理を進めるため、イン

Ｎ

ターネット公売を実施

Ｐ

する。
差押物件から公

Ｏ

売物を選定し、公売に



2 頁

位

効率的運用、進

行管理

施

の徹底、差行管理の徹

策

底、差行管理の徹底、

へ

差行管理の徹底、差行

の

管理の徹底、差行管理

貢

の徹底、差行管理の徹

献

底、差

押の強化 押の強

高

化 押の強化 押の強化 押

市

の強化 押の強化 押の強

民

化

0 0 0 0 0 0 0

0 0

満

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

足

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

度

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

を

0 0 0

0.00 0.0

高

0 0.00

0.10 0

め

.03 0.03 0.0

る

3 0.03 0.03 0

方

.03

0.00 0.0

策

0 0.00 0.00 0

業

.00 0.00 0.0

有

0

840 251 248

効

244 244 244 2

性

44

840 251 24

継

8 244 244 244

続

244

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

に

健全な財政運営のため

よ

の自主財源の確保、税

る

負担の公平性の確保な

成

どから、現状の規模で

果

継続します。

徴収事務

向

の効率化、現年課税分

上

の早期着手、滞納者へ

の

の差押さえの強化を図

可

り、実効性の高い差押

能

さえを行ないます。

健

性

全な財政運営のための

低

自主財源確保、税負担

そ

の公平性
の確保などか

の

ら必要かつ重要な事業

他

です。目標収納率の
達

事

成は経済環境の悪化等

業

により困難な状況にあ

の

りますが
、納税催告や

目

差押えの強化に努めて

的

おり、更にインター
ネ

､

ット公売の導入など効

対

率的な滞納整理を進め

象

、現状規
模での事業継

､

続をはかりたいと考え

内

ています。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

効率的な滞納整理を進

出

め、市税の収入を確保

総

します。
●■

□ ○
□
□

合

事業の継続により滞納

評

処分を強化します。
●

価

□
■ ○
□
■ 関係各課と

市

の連携による情報の共

民

有化を図ります。また

ニ

○
□ 、インターネット

ー

公売に実施による市税

ズ

収入の確保を図
●

□ り

高

ます。
○

□
□ インター

事

ネット公売は全国から

業

２４時間入札が可能で

目

あ
○

□ り、高い落札率

的

が見込めます。
●

□
○

の

■

収納率向上のため、

達

文書催告や電話催告を

成

計画的に行い、現年課

状

税分の早期着手、差押

況

えの強化、インターネ

必

ット公売の実施等
によ

要

り、効率的、効果的な

性

滞納整理を行います。

市

収納率については、法

の

人市民税の調定額の増

関

減により大きく影響を

与

受けます。

滞納管理シ

の

ステム滞納管理システ

必

ム滞納管理システム滞

要

納管理システム滞納管

性

理システム滞納管理シ

低

ステム滞納管理システ

事

ム

の効率的運用、進の

そ

効率的運用、進の効率

の

的運用、進の効率的運

他

用、進の効率的運用、

上

進の効率的運用、進の



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

遊休

種

地等市有財産有効活用

類

事業

企画部　行財政改

ハ

革推進課

00－xxx ーxxx－xx0000 ド○ ●

13 市民の視点に

ソ

立ち、成果を重視した

フ

行政経営を展開するた

ト

めに
行政改革の

01 市

根

民の視点に立ち、成果

拠

を重視した行政経営を

法

展開するために
位置付

令

け
01 健全な財政運営

等

□ □ □ □

遊休地などの

対

市有財産が有効に活用

象

されています。 遊休地

・

などの市有財産を有効

受

的かつ効率的に活用す

益

るため、関
係各課と連

者

携し、積極的に売却等

事

を行います。

検討会開

業

催回数 回

6 6

7 5

遊休

期

地等売却件数 件

11 1

間

0 10 -

20

遊休地等

委

売却件数 件

－

11 10

託

17 20

遊休地等売却

、

額 百万円

70 79 19

協

1 -

155

①：予定ど

働

おり

道路残地等の利活

【

用について、売却、貸

委

出等が可能な遊休地の

託

洗い出しを行いました

：

。売却可能な土地につ

3

いては、財産管理課
に

セ

おいて売却を進めまし

ク

た。

Ａ：成果があがっ

・

た

財団 企業 ＮＰＯ



2 頁

位

能敷地、売払い可能敷

施

地、売払い可能敷地、

策

売払い可能敷地、売払

へ

い可能敷地、売払い可

の

能敷地

の把握 の把握 の

貢

把握 の把握 の把握 の把

献

握 の把握

0 0 0 0 0 0

高

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

市

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

民

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

満

0 0 0 0 0 0

0.00

足

0.00 0.00

0.

度

25 0.20 0.15

を

0.20 0.20 0.

高

20 0.20

0.00

め

0.00 0.00 0.

る

00 0.00 0.00

方

0.00

2,098 1

策

,672 1,239 1

業

,621 1,621 1

有

,621 1,621

2

効

,098 1,672 1

性

,239 1,621 1

継

,621 1,621 1

続

,621

● ○ ○ ○ ○ ○

に

○

遊休市有地の活用に

よ

ついて、その時々の経

る

済、社会情勢を踏まえ

成

、最も効率的な活用方

果

法を関係課との協議を

向

通じて検討します
。

不

上

透明な経済情勢を踏ま

の

え、有償貸付、売却以

可

外の活用方法について

能

も検討し、有効活用を

性

図っていきます。

関係

低

課との協議調整を通し

そ

、行政目的がなくなっ

の

た用地
等、有効利用で

他

きる市有地の洗い出し

事

をさらに進め、そ
の利

業

活用を推進します。

の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

遊休市有地の活用は、

出

管理経費の削減のほか

総

、売却又は
●□ 貸付等

合

による収入も見込まれ

評

、財政健全化の視点か

価

らも

□ 必要な事業です

市

。 ○
■
□ 遊休市有地の

民

活用は、管理経費の削

ニ

減の外、売却又は貸
●

ー

□ 付等による収入が見

ズ

込まれることから、有

高

効な手段であ

□ ると考

事

えます。 ○
■
■ 遊休地

業

等市有財産有効活用事

目

業は、遊休市有地を対

的

象に
●

□ その活用を図

の

るものであり、事業の

達

目的、対象、内容は
○

成

□ 税収が減の時代には

状

妥当な事業です。
○

□

況

□ 遊休地等の管理経費

必

のほか、管理業務を担

要

う人員の減に
●

■ も繋

性

がり、コストの削減の

市

可能性が高いものと考

の

えます
○

□ 。
○

□

道路

関

残地等以外の遊休市有

与

地についても関係課と

の

の協議により洗い出し

必

、売却も含めた有効活

要

用の方策を推進します

性

。

遊休地等の売却等遊

低

休地等の売却等遊休地

事

等の売却等遊休地等の

そ

売却等遊休地等の売却

の

等遊休地等の売却等遊

他

休地等の売却等

、売払

上

い可能敷地、売払い可



1 頁

そ

することとなりました

の

。
　自動販売機設置に

他

よる収入確保について

　

は、管理料に関する要

】

綱が平成２２年４月か

【

ら施行し、管理手数料

協

収入を上げました
。

Ａ

働

：成果があがった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

新た

種

な収入確保策等推進事

類

業

企画部　行財政改革

ハ

推進課

00－xxxx ーxx－xx0000 ○ ド ●

13 市民の視点に立

ソ

ち、成果を重視した行

フ

政経営を展開するため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

の視点に立ち、成果を

拠

重視した行政経営を展

法

開するために
位置付け

令

01 健全な財政運営

□

等

□ □ □

広告料などの収

対

入により、自主財源が

象

確保されています。 自

・

主財源を確保するため

受

、各媒体への広告掲載

益

などを促進する
ととも

者

に、ネーミングライツ

事

などの新たな収入確保

業

策を検討し
ます。

広告

期

掲載の媒体数 件

9 10

間

14 22 23 -

13 1

委

3 15

新たな収入確保

託

策検討会議の開催回数

、

回

新たな収入確保策導

協

入に向けた検討会議を

働

開催

4

- 4

収入確保額

【

（総額） 百万円

有料広

委

告事業の推進による効

託

果額

5 5.5 4 12 5

：

-

13 12 6

- -

- -

3

- - - -

- -

①：予定

セ

どおり

　広告事業の導

ク

入の可能性について関

・

係課へ働きかけを行い

財

ました。また、本市の

団

「ネーミングライツ導

企

入に関する基本的取扱

業

い」を策定し、平塚競

Ｎ

技場のネーミングライ

Ｐ

ツに関する事項を定め

Ｏ

、２３年度中に導入を
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位

新たな収入確保策新た

施

な収入確保策新たな収

策

入確保策新たな収入確

へ

保策

導入方針の策定検

の

導入方針の策定検導入

貢

方針の策定 の導入 の導

献

入 の導入 の導入

討 討

0

高

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

市

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

民

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

満

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

足

0

0.00 0.00 0

度

.00

0.45 0.2

を

7 0.32 0.27 0

高

.27 0.27 0.2

め

7

0.00 0.00 0

る

.00 0.00 0.0

方

0 0.00 0.00

3

策

,776 2,257 2

業

,643 2,189 2

有

,189 2,189 2

効

,189

3,776 2

性

,257 2,643 2

継

,189 2,189 2

続

,189 2,189

●

に

○ ○ ○ ○ ○ ○

厳しい財

よ

政状況が続く中、既存

る

の資産を有効活用する

成

ことができる有料広告

果

事業を行っていく必要

向

があります。したがっ

上

て、こ
れまでと同様に

の

先進事例や多岐にわた

可

る事例の研究を行って

能

いきます。

有料広告事

性

業を新たな財源確保の

低

手段とするだけでなく

そ

、市民サービスの向上

の

、地域の活性化につな

他

げられるように検討し

事

てい
きます。

新たな歳

業

入確保に向けて庁内で

の

取組を行ってきた結果

目

、
自動販売機の管理料

的

に関する要綱の施行や

､

広告料収入の
確保、ネ

対

ーミングライツの基本

象

的取扱いや募集要項（

､

案
）の策定等、一定の

内

成果をあげることがで

容

きました。今
後も新た

分

な手法を検討するとと

高

もに、広告料収入を庁

受

内
に積極的に働きかけ

益

るなどの取り組みを行

者

い、財政健全
化をさら

負

に推進してまいります

担

。

､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

厳しい財政状況が続く

出

中、歳出の削減だけで

総

なく、現在
●□ 保有し

合

ている資産を最大限に

評

活用することや、新た

価

な手

■ 法で歳入を増や

市

す必要があります。 ○

民

□
□ 広告収入等の事業

ニ

は多岐に渡っているた

ー

め、本市の現状
●□ を

ズ

認識した上で取り組む

高

ことで、効果的な事業

事

の推進が

■ 行われます

業

。 ○
□
■ 厳しい財政状

目

況が続く中、安定した

的

市民サービスを提供
●

の

□ するために、新たな

達

自主財源を生み出す仕

成

組みづくりが
○

□ 有効

状

です。
○

□
□ 小さな資

況

源投入でも、確かな効

必

果が期待できる事業を

要

検
○

□ 討していく余地

性

があります。
●

□
○

■

市

他の自治体の先進事例

の

や課題等を踏まえると

関

ともに、本市の現状を

与

認識した上で、柔軟か

の

つ積極的に取り組んで

必

いくことが必要
です。

要

広告掲載の促進、広告

性

掲載の促進、広告掲載

低

の促進、広告掲載の促

事

進、広告掲載の促進、

そ

広告掲載の促進、広告

の

掲載の促進、

新たな収

他

入確保策新たな収入確

上

保策新たな収入確保策
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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

職員

種

給与費適正化事業

総務

類

部　職員課

00－xx ハxxxx－xx000 ー0 ○ ●

13 市民の視点

ド

に立ち、成果を重視し

ソ

た行政経営を展開する

フ

ために
行政改革の

01

ト

市民の視点に立ち、成

根

果を重視した行政経営

拠

を展開するために
位置

法

付け
01 健全な財政運

令

営

職員

□ □ □ □

職員給

等

与費の適正化を進め、

対

経常経費の削減が図ら

象

れています 職員給与費

・

の更なる適正化、職員

受

数の削減、事務事業の

益

アウト
。 ソーシングを

者

進め職員給与費を削減

事

します。

職員数の削減

業

人

定員適正化計画に基

期

づく職員減員数

20 2

間

0

2 9

職員給与費適正

委

化項目数 件

職員給与費

託

を見直し、適正化を図

、

る

2 1 1

2

市民１人当

協

たりの職員給決算額 円

働

－

47,700 46,

【

400

46,202 4

委

3,990

給与・報酬

託

の削減額 百万円

職員給

：

与費の見直しを図るこ

3

とで、給与・報酬等を

セ

削減する

198 11 1

ク

46

①：予定どおり

現

・

業職員の採用抑制や再

財

任用職員等の活用、事

団

業のアウトソーシング

企

（指定管理・民間委託

業

等）などを進めました

Ｎ

。

Ｃ：十分に成果をあ

Ｐ

げることができなかっ

Ｏ

た
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位

員適正化計画の推化の

施

推進 化の推進 化の推進

策

化の推進 化の推進

進 進

へ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

貢

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

献

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

高

0 0

0.00 0.00

市

0.00

0.95 1.

民

17 1.17 1.17

満

1.17 1.17 1.

足

17

0.00 0.00

度

0.00 0.00 0.

を

00 0.00 0.00

高

7,972 9,777

め

9,664 9,482

る

9,482 9,482

方

9,482

7,972

策

9,777 9,664

業

9,482 9,482

有

9,482 9,482

効

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

アウト

性

ソーシングなどを進め

継

るため、関係課と協議

続

するとともに、再任用

に

職員等の活用を検討し

よ

ます。

アウトソーシン

る

グの可能性など関係課

成

と協議するとともに、

果

再任用職員等の活用を

向

積極的に進めます。

行

上

革担当部局とともに、

の

アウトソーシングなど

可

事業の見
直しを積極的

能

に進めます。

性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

職員給与費の適正化を

出

進めるためには、職員

総

の削減や事
●■ 務事業

合

のアウトソーシングな

評

どによる経費の節減が

価

必要

□ です。 ○
□
□ 職

市

員給与費の適正化には

民

、事務事業のアウトソ

ニ

ーシング
●□ などの施

ー

策に継続的に取り組む

ズ

ことにより成果の向上

高

が

■ 期待されます。 ○

事

□
■ 職員給与費の適正

業

化を図るためには、計

目

画的な職員削減
●

□ や

的

事務事業のアウトソー

の

シングの推進などが妥

達

当です。
○

□
○

□
□ 職

成

員給与費の適正化には

状

、効率的な削減手法の

況

検討が必
●

□ 要です。

必

○
□

○
■

再任用職員等

要

の活用や事業のアウト

性

ソーシングなどをより

市

積極的に進めるため、

の

関係課と協議します。

関

給与制度の点検・給与

与

制度の点検・給与制度

の

の点検・給与制度の点

必

検・給与制度の点検・

要

給与制度の点検・給与

性

制度の点検・

見直し、

低

第２次定見直し、第２

事

次定見直し、定員適正

そ

見直し、定員適正見直

の

し、定員適正見直し、

他

定員適正見直し、定員

上

適正

員適正化計画の推



1 頁

そ

り、第３次定員適正化

の

計画が策定できません

他

でした。

Ｂ：おおむね

　

成果があがった

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

定員

種

適正化計画推進事業

総

類

務部　職員課

00－x ハxxxxx－xx00 ー00 ○ ●

13 市民の視

ド

点に立ち、成果を重視

ソ

した行政経営を展開す

フ

るために
行政改革の

0

ト

1 市民の視点に立ち、

根

成果を重視した行政経

拠

営を展開するために
位

法

置付け
01 健全な財政

令

運営

□ □ □ □

定員適正

等

化計画に基づき、業務

対

量に見合った職員定数

象

の適正化 行政運営の簡

・

素・効率化を図るため

受

、職員の定員適正化計

益

画を
が図られています

者

。 推進します。

職員減

事

員数 人

第2次定員適正

業

化計画（H16.4～

期

H22.4.1：13

間

0人を純減)の計画期

委

間延長

20 20 30

2

託

9 14

- -

-

- - - -

、

-

-

市民千人あたりの

協

職員数 人

全会計（一般

働

会計・特別会計等）

8

【

.84 8.75

8.8

委

8 8.84

職員給与費

託

削減額 百万円

庁内組織

：

のスリム化により、職

3

員の定員適正化を図る

セ

ことで職員給与費を削

ク

減する

165

124

③

・

：遅れている

業務体制

財

の見直しや、再任用職

団

員等の活用を図り、適

企

正な職員配置に努めま

業

した。しかしながら、

Ｎ

病院事業の公営企業化

Ｐ

や、大
型建設事業の状

Ｏ

況など流動的要素があ



2 頁

位

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

施

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

.00 0.00 0.0

へ

0

0.97 0.97 0

の

.97 0.97 0.9

貢

7 0.97 0.97

0

献

.00 0.00 0.0

高

0 0.00 0.00 0

市

.00 0.00

8,1

民

40 8,106 8,0

満

12 7,861 7,8

足

61 7,861 7,8

度

61

8,140 8,1

を

06 8,012 7,8

高

61 7,861 7,8

め

61 7,861

● ○ ○

る

○ ○ ○ ○

定員管理の適

方

正化を図るため、計画

策

的な推進に努めます。

業

行政需要や、退職者数

有

及び業務体制の見直し

効

の状況など、総合的に

性

勘案した中で新たな定

継

員適正化計画を策定し

続

、推進していき
ます。

に

定員管理を計画的に進

よ

めるよう努めます。

る成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

計画に沿って職員数が

出

削減することで、職員

総

数の適正化
○■ が図ら

合

れるため、必要性は高

評

くなります。

□ ●
□
□

価

業務量に見合った職員

市

数とするためには、事

民

業継続によ
○□ る有効

ニ

性は高くなります。

■

ー

●
□
■ 行政運営の効率

ズ

性を高めるために、定

高

員適正化の推進は
○

□

事

妥当性が高くなります

業

。
●

□
○

□
□ 民間委託

目

や業務廃止を含めた事

的

務事業の見直しを進め

の

る
○

□ ことで、職員配

達

置の効率的な推進を図

成

ります。
●

■
○

□

行政

状

改革主管課との調整を

況

図り、事務事業の執行

必

体制の抜本的な見直し

要

を推進する必要があり

性

ます。また、早急に第

市

３次定員適
正化計画を

の

策定する必要がありま

関

す。

第２次定員適正化

与

第２次定員適正化第３

の

次定員適正化第３次定

必

員適正化第３次定員適

要

正化定員適正化の推進

性

定員適正化の推進

計画

低

の推進 計画の推進、第

事

３計画の推進 計画の推

そ

進 計画の推進

次定員適

の

正化計画

の策定

0 0 0

他

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

上

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0



1 頁

そ

設置及び運営を図るた

の

めの見直しを行うよう

他

通知する。

1 1

0 0

事

　

務分掌に関する調査結

】

果に基づく規則等の改

【

正 回

平塚市事務分掌に

協

関する規則及び平塚市

働

事務決裁規定等の改正

：

1 1 1 1 1

1 1

①：予

】

定どおり

平成２３年度

目

４月の組織変更につい

的

ては、市民病院におい

・

て事務局内の１担当廃

目

止と医療部門への１室

標

新設を行いました。

Ａ

事

：成果があがった

業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

組織

種

・機構の見直し事業

総

類

務部　行政総務課

00 ハ－xxxxxx－xx ー0000 ○ ●

13 市民

ド

の視点に立ち、成果を

ソ

重視した行政経営を展

フ

開するために
行政改革

ト

の
01 市民の視点に立

根

ち、成果を重視した行

拠

政経営を展開するため

法

に
位置付け

01 健全な

令

財政運営

市民、職員

□

等

□ □ □

組織・機構を見

対

直してスリム化を図る

象

ことにより、多様化す

・

る 効率的な執行体制と

受

するため、外部委託化

益

や職員削減計画の進
行

者

政需要に対して限られ

事

た財源と人材によって

業

取り組むための 捗のな

期

かで、類似の方向性を

間

持つ部署の統合をすす

委

めます。機
体制が整備

託

されています。 構の安

、

定性やわかりやすさを

協

確保するため、変更が

働

慣例化しな
いよう配慮

【

します。

事務分掌に関

委

する調査の実施 回

新た

託

な課題やニーズに対応

：

可能な組織とするため

3

、事務分掌に関する調

セ

査を実施する

1 1 1 1

ク

1 1 1

1 1 1

附属機関

・

等設置状況及び委員就

財

任状況調査の実施 回

適

団

正な設置及び運営を図

企

るため毎年見直しを行

業

うよう、全庁的に調査

Ｎ

する。

1 1

1 1

附属機

Ｐ

関状況調査に基づく見

Ｏ

直し指導通知 回

適正な



2 頁

位

分析、附属機関・分析

施

、附属機関・分析、附

策

属機関・分析、附属機

へ

関

等の設置状況等の等

の

の設置状況等の等の設

貢

置状況等の等の設置状

献

況等の等の設置状況等

高

の等の設置状況等の等

市

の設置状況等の

見直し

民

見直し 見直し 見直し 見

満

直し 見直し 見直し

0 0

足

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

度

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

を

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

高

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

め

0.00 0.00 0.

る

00

0.35 0.15

方

0.15 0.70 0.

策

15 0.15 0.15

業

0.00 0.00 0.

有

00 0.00 0.00

効

0.00 0.00

2,

性

937 1,254 1,

継

239 5,673 1,

続

216 1,216 1,

に

216

2,937 1,

よ

254 1,239 5,

る

673 1,216 1,

成

216 1,216

○ ○

果

● ○ ○ ○ ○

２３年度で

向

は附属機関等の整理事

上

務実施のため拡大して

の

いましたが、２４年度

可

からは２２年度までと

能

同程度に戻します。

各

性

部署の稼働状況や、社

低

会情勢の変化などを分

そ

析し、引き続き見直し

の

を行っていきます。

引

他

き続き、効率的な組織

事

体制としていくための

業

見直しを
行っていくこ

の

とが必要と考えます。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

組織のスリム化、効率

出

化を図ることにより、

総

組織運営コ
●□ ストの

合

削減に寄与するととも

評

に、市民サービスの向

価

上も

□ 期待できるなど

市

、必要性は高いものと

民

考えます。 ○
■
□ 組織

ニ

のスリム化、効率化は

ー

市民サービスの質を高

ズ

める上
●■ でも有効な

高

手段です。

□ ○
■
■ 組

事

織・機構の見直しを進

業

めることは、組織運営

目

コストの
●

□ 削減に寄

的

与するとともに、市民

の

サービスの向上も期待

達

で
○

□ きるなど、妥当

成

な事業であると考えま

状

す。
○

□
□ 組織・機構

況

の見直しにより構築さ

必

れた行政組織は、効率

要

●
□ 性の高い業務を実

性

施することが期待でき

市

ます。
○

□
○

■

社会情

の

勢の変化に合わせて、

関

行政組織・機構のあり

与

方についても引き続き

の

検討を行っていくこと

必

が必要となります。

事

要

務分掌等の把握事務分

性

掌等の把握事務分掌等

低

の把握事務分掌等の把

事

握事務分掌等の把握事

そ

務分掌等の把握事務分

の

掌等の把握

・分析、附

他

属機関・分析、附属機

上

関・分析、附属機関・



1 頁

そ

するため経費等の見直

の

しを行います。

5 5

7

他

6

見直しによる効果額

　

百万円

使用料・手数料

】

の見直しによる健全化

【

額

51 - - -

48

①：

協

予定どおり

施設改修・

働

更新を行う施設の所管

：

課に対し使用料・手数

】

料改定を指示するとと

目

もに、類似施設の所管

的

課に対して使用料の改

・

定依
頼を行いました。

目

その他の使用料・手数

標

料について、複数回に

事

渡り、改定の検討を求

業

めました。

Ａ：成果が

の

あがった

概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

使用

種

料・手数料適正化事業

類

企画部　財政課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

13 市民の

ド

視点に立ち、成果を重

ソ

視した行政経営を展開

フ

するために
行政改革の

ト

01 市民の視点に立ち

根

、成果を重視した行政

拠

経営を展開するために

法

位置付け
01 健全な財

令

政運営

市民

□ □ □ □

受

等

益者負担の原則に沿っ

対

て、行政サービスにつ

象

いて適正な費用 受益者

・

負担の適正化を図るた

受

め、使用料・手数料を

益

３年を限度
が徴収され

者

ています。 として見直

事

します。

使用料・手数

業

料の見直し達成率 ％

見

期

直し対象となる使用料

間

・手数料を把握し、市

委

民の理解を得ながら、

託

その適正化を進めます

、

。平成20年
度：40

協

%、平成21年度：3

働

0％、平成22年度：

【

30％（100%）

4

委

0 70 100 － － －

8

託

6 96 100

使用料・

：

手数料の見直し達成率

3

％

見直し対象となる使

セ

用料・手数料を把握し

ク

、市民の理解を得なが

・

ら、その適正化を進め

財

ます。平成23年
度：

団

40%、平成24年度

企

：40％、平成25年

業

度：20％（100%

Ｎ

）

40 80 100 －

見

Ｐ

直しした件数 件

適正な

Ｏ

使用料・手数料を設定



2 頁

位

個別料金の検討、個別

施

料金の検討、個別料金

策

の検討、個別料金の検

へ

討、個別料金の検討、

の

個別料金

の改定検討、

貢

経費の改定検討、経費

献

の改定検討、経費の改

高

定検討、経費の改定検

市

討、経費の改定検討、

民

経費の改定検討、経費

満

等の見直し 等の見直し

足

等の見直し 等の見直し

度

等の見直し 等の見直し

を

等の見直し

0 0 0 0 0

高

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

め

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

る

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

方

0 0 0 0 0 0 0

0.0

策

0 0.00 0.00

0

業

.20 0.20 0.2

有

0 0.20 0.20 0

効

.20 0.20

0.0

性

0 0.00 0.00 0

継

.00 0.00 0.0

続

0 0.00

1,679

に

1,672 1,652

よ

1,621 1,621

る

1,621 1,621

成

1,679 1,672

果

1,652 1,621

向

1,621 1,621

上

1,621

● ○ ○ ○ ○

の

○ ○

受益者負担の適正

可

化を図るため、原価な

能

ども含め、一定の基準

性

に従った使用料や手数

低

料の見直しを行います

そ

。

使用料・手数料の原

の

価（コスト）調査を基

他

に、使用料や手数料の

事

見直しを進めます。

使

業

用料・手数料について

の

は、継続的な運営改善

目

努力のも
と、適正な受

的

益者負担の原則に則っ

､

た料金設定及び定期
的

対

な見直しが行われるよ

象

うに、各部署に働きか

､

けます。

内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

使用料・手数料につい

出

ては利用する人と利用

総

しない人の
●□ 均衡を

合

考慮し、双方の理解が

評

得られる適正な料金設

価

定を

□ する必要があり

市

ます。 ○
■
□ 適正な使

民

用料・手数料を設定す

ニ

ることにより、市民の

ー

公
●■ 平の確保をしつ

ズ

つ、その歳入によりト

高

ータルとしての住

□ 民

事

サービスの向上を図り

業

ます。 ○
□
■ 受益者負

目

担の原則に基づき、利

的

用者に対しその受益に

の

応
●

□ じた一定の負担

達

を求めるため、一定の

成

ルールをつくるこ
○

□

状

とにより、受益者負担

況

の適性化を進めます。

必

○
□
□ 使用料・手数料

要

の見直しを、一定の年

性

限ごとに行うこと
○

□

市

により、適正な受益者

の

負担が維持されるよう

関

にします。
●

□
○

■

コ

与

ストと受益者負担額の

の

バランスを考慮して使

必

用料・手数料について

要

、その適正化を進めま

性

す。

サービスの有料化

低

サービスの有料化サー

事

ビスの有料化サービス

そ

の有料化サービスの有

の

料化サービスの有料化

他

サービスの有料化

の検

上

討、個別料金の検討、
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そ

を除く）

5 7 10

3.

の

7 6.9 16.4

派遣

他

職員の削減率 %

平成1

　

9年度実績からの削減

】

の割合

10 20 30

1

【

0 10 33

③：遅れて

協

いる

見直しの検討材料

働

とするため、各団体と

：

所管課間での情報収集

】

や協議を優先としたた

目

め。

　『平塚市文化ス

的

ポーツまちづくり振興

・

財団』の発足や、派遣

目

職員の削減、補助金の

標

削減といった見直し目

事

標を盛り込んだ『外
郭

業

団体見直し方針』は、

の

平成２２年４月をもっ

概

て、当初の目標を達成

要

して終了しました。
　22年度は、各外郭団体と当該所管課と個別に連絡調整を行い、サポートや情報の収集をするとともに、今後の外郭団体に対す
る市としての人的、財政的支援のあり方について、連絡調整会議において検討しました。

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

外郭

種

団体見直し事業

企画部

類

　行財政改革推進課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

13 市

ド

民の視点に立ち、成果

ソ

を重視した行政経営を

フ

展開するために
行政改

ト

革の
01 市民の視点に

根

立ち、成果を重視した

拠

行政経営を展開するた

法

めに
位置付け

01 健全

令

な財政運営

□ □ □ □

人

等

的及び財政的な面にお

対

いて本市と関わりがあ

象

る外郭団体につ 外郭団

・

体の自主性・自立性を

受

高め、簡素で効率的な

益

運営を実現
いて、市の

者

関与などの明確化、団

事

体の役割や機能につい

業

て検証 するため、財政

期

的・人的支援など市の

間

関与のあり方を見直し

委

ま
した結果を実施し、

託

効率的で健全な運営が

、

確保されています。 す

協

。

外郭団体の見直し連

働

絡調整会議の開催 回

平

【

成25年11月末を期

委

限とする外郭団体の公

託

益法人化への対応や、

：

財政支援・人的支援な

3

どの今後の市の
関与の

セ

あり方について、検討

ク

および所管課間の連絡

・

調整を行います

3 3 3

財

3 3

2

補助金の削減率

団

%

平成19年度実績か

企

らの削減の割合：平塚

業

市「外郭団体の見直し

Ｎ

方針」に基づき平成2

Ｐ

2年度までに10％削

Ｏ

減します（義務的経費



2 頁

位

補助・委託内容の精査

施

や実施による効果の検

策

証を
行うとともに、市

へ

と外郭団体とで情報交

の

換を密に行いながら、

貢

将来的な市と外郭団体

献

とのあり方のビジョン

高

を確立することが課
題

市

です。

財政支援・人的

民

支財政支援・人的支財

満

政支援・人的支財政支

足

援・人的支財政支援・

度

人的支財政支援・人的

を

支財政支援・人的支

援

高

などの外郭団体援など

め

の外郭団体援などの外

る

郭団体援などの外郭団

方

体援などの外郭団体援

策

などの外郭団体援など

業

の外郭団体

に対する市

有

の関与に対する市の関

効

与に対する市の関与に

性

対する市の関与に対す

継

る市の関与に対する市

続

の関与に対する市の関

に

与

のあり方の見直しの

よ

あり方の見直しのあり

る

方の見直しのあり方の

成

見直しのあり方の見直

果

しのあり方の見直しの

向

あり方の見直し

0 0 0

上

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

の

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

可

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

能

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

性

.00 0.00 0.0

低

0

0.40 0.32 0

そ

.27 0.25 0.2

の

5 0.25 0.25

0

他

.00 0.00 0.0

事

0 0.00 0.00 0

業

.00 0.00

3,3

の

57 2,674 2,2

目

30 2,026 2,0

的

26 2,026 2,0

､

26

3,357 2,6

対

74 2,230 2,0

象

26 2,026 2,0

､

26 2,026

● ○ ○

内

○ ○ ○ ○

外郭団体のよ

容

り一層の自主性、自立

分

性を高めるための市の

高

関与のあり方、見直し

受

の方向性等について検

益

討していきます。

個々

者

の団体の見直しが円滑

負

に行われるように、団

担

体所管課と団体とで情

､

報交換を密に行うとと

補

もに、庁内でも連携を

助

強め進行状
況を管理し

額

ていきます。

「外郭団

妥

体の見直し方針」の期

当

間が終了し、今後、各

性

団
体から情報を収集し

中

、庁内の各所管課と連

業

携を図りなが
ら、将来

務

的な市の関与のあり方

の

について検討を進めて

執

い
きます。

行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

　これまで築いてきた

出

市と団体との経緯を踏

総

まえ、今後
●□ の団体

合

の健全化や活性化、公

評

益法人認定の取得にあ

価

たり

■ 、市としてのあ

市

り方を常に見直し、更

民

新していく必要が ○
□

ニ

あります。

□ 　市とし

ー

ての団体への関与のあ

ズ

り方を継続的に検討、

高

見
●□ 直すことは、各

事

団体の経営の健全性や

業

将来にわたっての

■ 継

目

続的な経営に向けて、

的

有効であると認識して

の

います。 ○
□
■ 　対象

達

の団体は、市が資本金

成

、基本金その他これら

状

に準
●

□ ずるものの２

況

分の１以上を出資して

必

いる団体、または市
○

要

□ と密接な関係にあり

性

、行政サービスの担い

市

手として毎年
○

□ 市か

の

ら事業の補助及び委託

関

をしています。

□ 　各

与

団体における事業の実

の

施方法や経営のあり方

必

につい
○

□ ては、自主

要

自立の基本的な考え方

性

に基づき、より一層の

低

●
■ 継続的な健全性や

事

効率性が求められてい

そ

ます。
○

□

　団体設立

の

の当初の目的とこれま

他

での市と団体との経緯

上

を考慮し、現在の事業



1 頁

そ

.53 51.01 45

の

.81

国民健康保険税

他

収納率 %

国民健康保険

　

税収納額（現年）／調

】

定額（現年）

- 91 8

【

8.7 88.73 89

協

89 90

88.02 8

働

7.97 88.99

①

：

：予定どおり

収納率向

】

上のため口座振替を勧

目

奨するととともに、平

的

成２２年１０月からは

・

年金天引きによる特別

目

徴収を実施しました。

標

また、
早期滞納者に対

事

しては電話催告や戸別

業

訪問による納付指導を

の

実施し、納付困難と見

概

られる世帯については

要

申請に基づく減免措置
を行いました。また、支払が可能にもかかわらず納付意思のない者については、不動産差押・参加差押を行いました。

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

国民

種

健康保険運営改善事業

類

健康・こども部　保険

ハ

年金課

00－xxxx ーxx－xx0000 ○ ド ●

13 市民の視点に立

ソ

ち、成果を重視した行

フ

政経営を展開するため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

の視点に立ち、成果を

拠

重視した行政経営を展

法

開するために
位置付け

令

01 健全な財政運営

国等 民健康保険法　地方税

対

法

国民健康保険被保険象 者

□ □ □ □

　保険業務

・

の効率的な執行体制を

受

確立することにより、

益

医療費 　業務の効率的

者

な執行体制を確立する

事

ため、人員を含めた事

業

務
の適正な執行及び国

期

民健康保険税収納の確

間

保等国民健康保険事 執

委

行体制見直しをします

託

。さらに、この体制の

、

確立により、国
業の健

協

全な運営を確保し、市

働

民福祉の向上に寄与し

【

ます。 民健康保険税の

委

納期内納付の徹底と滞

託

納者及び滞納金額の減

：

少
を図ります。

国民健

3

康保険税の納期内納付

セ

件数割合 %

督促状発送

ク

件数／納付対象件数

-

・

78 79.22 80.

財

09 80.1 80.1

団

80.1

78.7 78

企

.1 78.4

口座振替

業

加入率 %

口座振替件数

Ｎ

／納付対象件数

- 53

Ｐ

53.65 54.35

Ｏ

46.5 47 48

51



2 頁

位

健康保険運営国民健康

施

保険運営国民健康保険

策

運営国民健康保険運営

へ

改善事業 改善事業 改善

の

事業 改善事業 改善事業

貢

改善事業

0 0 0 0 0 0

献

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

市

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

民

0 0 0 0 0 0

0.00

満

0.00 0.00

3.

足

00 3.00 3.00

度

3.00 3.00 3.

を

00 3.00

0.00

高

0.00 0.00 0.

め

00 0.00 0.00

る

0.00

25,173

方

25,068 24,7

策

77 24,312 24

業

,312 24,312

有

24,312

25,1

効

73 25,068 24

性

,777 24,312

継

24,312 24,3

続

12 24,312

● ○

に

○ ○ ○ ○ ○

 平成２０

よ

年度から実施している

る

特定検診及び後期高齢

成

者医療制度が及ぼす影

果

響の把握に努めるとと

向

もに、医療費の適正化

上

、適
正賦課に努めます

の

。また、制度の健全な

可

運営には、税収の確保

能

が必須であり、納期内

性

納付の徹底と口座振替

低

加入率を高めるなど
の

そ

滞納抑止を図るととも

の

に、コンビニ収納など

他

納税の機会を拡げる方

事

策を講ずる必要があり

業

ます。なお、悪質な滞

の

納に対しては
、滞納処

目

分を強化し、滞納額の

的

圧縮を図ります。

保険

､

税収納率向上や医療費

対

適正化、保健事業の充

象

実に取組み、国民健康

､

保険財政の健全化を進

内

めます。また、情報発

容

信をはじめ
とする施策

分

により、被保険者との

高

信頼関係を構築し、制

受

度や事業に対する理解

益

を深めます。

持続可能

者

な国民健康保険事業の

負

運営と財政の健全化を

担

図
るため、収納対策の

､

見直しを行うほか、財

補

政の健全化に
寄与する

助

方策を検討し、実施を

額

図っていきます。

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

持続可能な国民健康保

出

険事業の運営と財政の

総

健全化を図
●□ ること

合

は、市民福祉の向上に

評

必要です。

□ ○
■
□ 効

価

率的な業務執行と公平

市

な保険税の負担及び適

民

格な税情
●□ 報の提供

ニ

によって、被保険者の

ー

理解と協力が得られま

ズ

す

■ 。 ○
■
□ 給付と負

高

担のバランスを見直し

事

、国民健康保険運営の

業

健
●

■ 全化を図ること

目

は、一般会計の負担を

的

軽減することにな
○

□

の

ります。
○

□
■ 課税に

達

ついては、法定限度額

成

に適応した条例を規定

状

して
○

□ います。また

況

、後期高齢者医療制度

必

との並存による重複
●

要

■ 業務の執行体制を見

性

直し、収納・滞納対策

市

での民間活力
○

□ の導

の

入を検討します。

収納

関

税額の増額（税率の見

与

直し及び収納率の向上

の

）を図るとともに、適

必

正な資格管理、給付を

要

行うことにより、一般

性

会計からの
繰入を極力

低

抑えます。そのために

事

、業務執行に必要な体

そ

制について提示し、そ

の

の実現に向け努力しま

他

す。

国民健康保険運営

上

国民健康保険運営国民
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そ

.3 101.7 101

の

.3 101 101 10

他

1

99.96 100.

　

3 105.5

医業収支

】

比率 ％

医業収益/医業

【

費用　４００床規模の

協

公立病院上位1/2の

働

平均医業収支比率93

：

.3％

- 93.1 93

】

92.9 93 93 93

目

92.29 93.1 9

的

7.9

①：予定どおり

・

地方公営企業法の全部

目

適用に移行し、病院事

標

業管理者設置を関する

事

と共に、経営企画部門

業

として経営企画課を設

の

置して経営改善
を進め

概

ました。

Ａ：成果があ

要

がった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

市民

種

病院改革プラン推進事

類

業

市民病院　病院総務

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

3 市民の視点に立ち、

ソ

成果を重視した行政経

フ

営を展開するために
行

ト

政改革の
01 市民の視

根

点に立ち、成果を重視

拠

した行政経営を展開す

法

るために
位置付け

01

令

健全な財政運営

市民

□

等

□ □ □

市民病院が改革

対

され、安定した経営の

象

下で良質な医療が継続

・

的 地域医療を確保する

受

ため、「公立病院改革

益

ガイドライン」に沿
に

者

提供されています。 っ

事

た「平塚市民病院将来

業

構想」を確定し、経営

期

効率化及び経営
形態の

間

見直しを推進します。

委

増収事業 ％

経営企画室

託

設置(20)、各種診

、

療報酬加算取得(30

協

)、事業管理者設置（

働

地方公営企業法全部適

【

用）(50)

- 30 9

委

0 100 － － －

- 30

託

100

費用削減事業 ％

：

バランストスコアカー

3

ド採用(20)、事業

セ

管理者設置（地方公営

ク

企業法全部適用）(5

・

0)、維持管理業務の

財

一括委託(30)

- 3

団

0 70 100 － － －

-

企

30 70

経常収支比率

業

％

（医業収益＋医業外

Ｎ

収益）/（医業費用＋

Ｐ

医業外費用）　100

Ｏ

％以上は黒字

- 100



2 頁

位

要です。

経営企画室設

施

置、各種診療報酬加算

策

各種診療報酬加算各種

へ

診療報酬加算各種診療

の

報酬加算各種診療報酬

貢

加算

事業管理者設置、

献

取得など 取得など 取得

高

など 取得など 取得など

市

各種診療報酬加算

取得

民

など

0 0 0 0 0 0 0

0

満

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

足

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

度

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

を

0 0 0 0

0.00 0.

高

00 0.00

0.00

め

2.08 0.55 0.

る

55 0.55 0.55

方

0.55

0.00 0.

策

00 0.00 0.00

業

0.00 0.00 0.

有

00

0 17,381 4

効

,543 4,458 4

性

,458 4,458 4

継

,458

0 17,38

続

1 4,543 4,45

に

8 4,458 4,45

よ

8 4,458

● ○ ○ ○

る

○ ○ ○

「平塚市民病院

成

将来構想」に基づいた

果

経営改革等を実施しま

向

す。

「平塚市民病院将

上

来構想」に基づいた経

の

営改革に取り組みます

可

。

「平塚市民病院将来

能

構想」と表裏一体にな

性

っている「市
民病院改

低

革プラン推進事業」の

そ

進行管理については、

の

「
市民病院整備事業（

他

改築推進室）」と整合

事

性を図ってい
く必要が

業

あります。

の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

地域医療を支える中核

出

病院として安心安全な

総

市民生活を
●□ 確保す

合

るため、市民に身近な

評

公的医療機関として存

価

続す

■ る必要がありま

市

す。 ○
□
□ 地域におい

民

て提供されることが必

ニ

要な医療のうち、採算

ー

●■ 性等の面から民間

ズ

医療機関による提供が

高

困難な周産期医

□ 療や

事

救急医療など、安定し

業

た経営の下、継続的に

目

提供す ○
□ る必要があ

的

ることから有効性は高

の

いものと判断します。

達

■ 国の示す「公立病院

成

改革ガイドライン」に

状

沿った「平塚
●

□ 市民

況

病院将来構想」に基づ

必

き改革を実施するもの

要

であり
○

■ 、業務の効

性

率化や人員の再配置を

市

行うことから妥当性は

の

○
□ 高いものと判断し

関

ます。

□ 国の示す「公

与

立病院改革ガイドライ

の

ン」に沿った「平塚
●

必

■ 市民病院将来構想」

要

に基づき改革を実施す

性

るものであり
○

■ 、業

低

務の効率化や人員の再

事

配置を行うことから効

そ

率性は
○

□ 高いものと

の

判断します。

改革を具

他

現化するため、労使に

上

おける十分な協議が必



1 頁

そ

指針の具現化に向けて

の

、文化振興委員会及び

他

庁内検討組織を通して

　

、文化振興基金の活用

】

方針を検討しました。

【

平成２
３年度よりその

協

方針に基づき、事業を

働

実施していきます。

Ｂ

：

：おおむね成果があが

】

った

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

文化

種

振興基金活用事業

市民

類

部　文化・交流課

00 ハ－xxxxxx－xx ー0000 ○ ●

13 市民

ド

の視点に立ち、成果を

ソ

重視した行政経営を展

フ

開するために
行政改革

ト

の
01 市民の視点に立

根

ち、成果を重視した行

拠

政経営を展開するため

法

に
位置付け

01 健全な

令

財政運営

市民 平成２２

等

年度 ～ 

□ □ □ □ 文

対

化関係団体

文化振興基

象

金（文化・交流課所管

・

）について、有効活用

受

を通し 市民文化の振興

益

を図るために必要な長

者

期的・安定的な財源を

事

確
、市民の創造的な文

業

化活動が活発化し、市

期

民文化の向上と振興 保

間

し、市主催の芸術文化

委

事業、市民の創造的な

託

文化活動に対す
が図ら

、

れています。 る支援事

協

業等、市民文化の振興

働

に必要な事業を推進し

【

ます。

文化振興に関す

委

る委員会等による検討

託

会議の開催 回

H22：

：

基金運用準備会議（４

3

）、基金活用に向けた

セ

体制整備（２）、H2

ク

3・24：基金活用の

・

推進（２）

6 4 6 6 6

財

5

基金活用額 百万円

文

団

化振興基金活用による

企

事業の実施

3 3 3 3

②

業

：若干遅れている

東日

Ｎ

本大震災による予定し

Ｐ

た文化振興委員会の開

Ｏ

催延期のため

文化振興



2 頁

位

0

0 0 0 3,000 3

施

,000 3,000 3

策

,000

0.00 0.

へ

00 0.00

0.00

の

0.00 0.40 0.

貢

40 0.40 0.40

献

0.40

0.00 0.

高

00 0.00 0.15

市

0.15 0.15 0.

民

15

0 0 3,304 3

満

,746 3,746 3

足

,746 3,746

0

度

0 3,304 6,74

を

6 6,746 6,74

高

6 6,746

● ○ ○ ○

め

○ ○ ○

基金活用事業を

る

推進する体制整備を行

方

います。基金の使命で

策

ある長期的、安定的財

業

源の確保とのバランス

有

を考慮しつつ、基金活

効

用について、寄附者の

性

理解を得られるよう検

継

討し、基金を運用して

続

いきます。

基金を活用

に

し、囲碁文化の振興及

よ

び文化芸術に係る事業

る

を展開します。

文化振

成

興指針に掲げる基本目

果

標を達成するため、こ

向

の財
源として基金を活

上

用していきます。寄附

の

者の理解を得ら
れる運

可

用について、有識者等

能

の意見を頂きながら検

性

討し
、実施していきま

低

す。

その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民文化の振興を図る

出

ために、長期的・安定

総

的な財源を
●□ 確保す

合

るとともに、市民活動

評

を活発化させる事業が

価

必要

■ です。 ○
□
■ 多

市

様化する市民の欲求に

民

対して、市民や団体、

ニ

企業等の
●□ 協力のも

ー

と、幅広く文化事業を

ズ

展開します。

■ ○
□
■

高

文化振興基金に対する

事

寄付等に基づき、市民

業

文化の向上
○

□ と振興

目

に必要な事業を検討し

的

ます。
●

■
○

□
□ 事業

の

展開の改善を図りなが

達

ら、効率性を高めてい

成

く必要
○

□ があります

状

。
●

■
○

■

基金の活用

況

は、寄附者の理解を得

必

られる運用を行う必要

要

があります。また、基

性

金の使命である長期的

市

、安定的財源の確保と

の

のバ
ランスを考慮する

関

必要があります。

運用

与

準備（準備会基金を活

の

用した事基金を活用し

必

た事基金を活用した事

要

基金を活用した事

議、

性

委員会） 業の実施 業の

低

実施 業の実施 業の実施

事

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

そ

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

の

0

0 0 0 3,000 3

他

,000 3,000 3

上

,000

0 0 0 0 0 0



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

20年度 平成21年度

.

平成22年度 平成23

事

年度 平成24年度 平成

業

25年度 平成26年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成20年度 平成21

付

年度 平成22年度 平成

け

23年度 平成24年度

事

平成25年度 平成26

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成20年度 平成

名

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

業

年度 平成25年度 平成

担

26年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成22年

科

度の主な取組と成果

平

目

成22年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成22年度分) 頁

債権

種

徴収検討事業

企画部　

類

財政課

00－xxxx ハxx－xx0000 ○ ー ●

13 市民の視点に立

ド

ち、成果を重視した行

ソ

政経営を展開するため

フ

に
行政改革の

01 市民

ト

の視点に立ち、成果を

根

重視した行政経営を展

拠

開するために
位置付け

法

01 健全な財政運営

市

令

民          

等

    ～ 平成２４対 年度

□ □ □ □

効率的で

象

有効な債権回収を行う

・

ために、一元的債権回

受

収の方法 庁内関係課に

益

よる検討会を開催し、

者

専門的組織の設置や債

事

権管
が進められます。

業

理条例等の整備の検討

期

を進めます。

検討会議

間

の開催回数 回

庁内関係

委

課により、効率的で有

託

効な債権回収に向けて

、

調査研究を行う。

6 -

協

- -

7

専門的組織の設

働

置・債権管理条例の制

【

定検討進捗度 %

平成2

委

2年度：方向性の検討

託

90％、平成23年度

：

：検討：5％、平成2

3

4年度：設置及び策定

セ

5％

90 95 100 -

ク

90

①：予定どおり

市

・

税だけでなく市営住宅

財

の使用料など市の債権

団

全体についての取り組

企

む基準等についての検

業

討を行うとともに、先

Ｎ

進都市２市へ
の視察を

Ｐ

行いました。

Ａ：成果

Ｏ

があがった



2 頁

位

0.00 0.00

0.

施

00 0.00 0.00

策

0.00 0.00 0.

へ

00 0.00

0 0 2,

の

891 2,837 2,

貢

837 0 0

0 0 2,8

献

91 2,837 2,8

高

37 0 0

● ○ ○ ○ ○ ○

市

○

債権回収のための専

民

門的組織の設置、市税

満

だけでなく市営住宅の

足

使用料など市の債権全

度

体について取り組む基

を

準の策定に向け、
継続

高

的に事業を進めます。

め

専門的組織の設置と市

る

の債権全体についての

方

取り組み基準の策定を

策

します。また、設置を

業

予定しています専門的

有

組織への債権管
理検討

効

分科会の検討内容につ

性

いて、円滑な移行を進

継

めていきます。

全庁的

続

な債権管理の適正化を

に

行うことにより、市民

よ

負担
の公平性と財源の

る

確保を図り、公正かつ

成

持続可能な行財
政運営

果

を目指します。

向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平

項

成23年度 平成24年

目

度 平成25年度 平成2

分

6年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成24年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成24年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

未収債権に対する危機

出

意識を庁内で共有する

総

ことや債権
●□ の適正

合

な管理体制の強化が必

評

要です。

■ ○
□
□ 債権

価

の適正な管理と一元的

市

処理によって、統一的

民

な処理
●□ が図られま

ニ

す。

□ ○
■
■ 歳入の確

ー

保と税および受益者負

ズ

担の公平性が図られ、

高

収
●

□ 入未済額の減少

事

が期待されます。
○

□

業

○
□
■ 債権回収のため

目

の専門的組織の設置に

的

あたっては、一元
○

□

の

化による効率性や電算

達

システムの改修費を含

成

めた費用対
●

□ 効果等

状

を十分に検証します。

況

○
□

庁内検討組織を編

必

成して、統一的徴収組

要

織の設置及び債権管理

性

条例等の整備について

市

検討する必要がありま

の

す。

債権管理条例、一

関

債権管理条例、一債権

与

管理条例、一

元的債権

の

回収等の元的債権回収

必

等の元的債権回収等の

要

検討 検討 検討

0 0 0 0

性

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

低

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

事

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

そ

0

0 0 0 0 0 0 0

0.

の

00 0.00 0.00

他

0.00 0.00 0.

上

35 0.35 0.35
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